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 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整理に関する規則を公布する。 

  令和７年３月１９日 

      福井県知事 杉本 達治 

福井県規則第９号 

   刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整理に関する規則 

 （建築士法施行細則の一部改正） 

第１条 建築士法施行細則（昭和２５年福井県規則第９９号）の一部を次のように改正する。 

  様式第１号（裏面）中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

 （災害救助法施行細則の一部改正） 

第２条 災害救助法施行細則（昭和３５年福井県規則第６７号）の一部を次のように改正する。 

  様式第１０号（裏面）中「第３１条」を「第３２条」に、「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

 （福井県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部改正） 

第３条 福井県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則（昭和４３年福井県規則第３０号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 
  

 （休業補償を行わない場合） 

第７条の２ 条例第８条ただし書の規則で定める場合は、次に掲げる場合とする

。 

 ⑴ 拘禁刑もしくは拘留の刑の執行のためもしくは死刑の言渡しを受けて刑事

施設（少年法（昭和２３年法律第１６８号）第５６条第３項の規定により少

年院において刑を執行する場合における当該少年院を含む。）に拘置されて

いる場合、労役場留置の言渡しを受けて労役場に留置されている場合または

法廷等の秩序維持に関する法律（昭和２７年法律第２８６号）第２条第１項

の規定による監置の裁判の執行のため監置場に留置されている場合 

 ⑵ （略） 

 （休業補償を行わない場合） 

第７条の２ 条例第８条ただし書の規則で定める場合は、次に掲げる場合とする

。 

 ⑴ 懲役、禁錮
こ

もしくは拘留の刑の執行のためもしくは死刑の言渡しを受けて

刑事施設（少年法（昭和２３年法律第１６８号）第５６条第３項の規定によ

り少年院において刑を執行する場合における当該少年院を含む。）に拘置さ

れている場合、労役場留置の言渡しを受けて労役場に留置されている場合ま

たは法廷等の秩序維持に関する法律（昭和２７年法律第２８６号）第２条第

１項の規定による監置の裁判の執行のため監置場に留置されている場合 

 ⑵ （略） 
  

 （福井県心身障がい者扶養共済制度に関する条例施行規則の一部改正） 

第４条 福井県心身障がい者扶養共済制度に関する条例施行規則（昭和４５年福井県規則第７号）の一部を次のように改正する。 

  様式第１３号（裏面）中「懲役または禁錮の刑」を「拘禁刑」に改める。 

  様式第２８号中「懲役・禁錮の刑」を「拘禁刑」に改める。 

 （鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律施行細則の一部改正） 

第５条 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律施行細則（平成１２年福井県規則第９７号）の一部を次のように改正する。 

  様式第５号の９中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

 （障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の一部改正） 

規 　 則
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第６条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（平成１８年福井県規則第４１号）の一部を次のように改正する。 

  様式第７号（その１）から様式第８号の３（その３）までの規定中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

 （罰則の適用等に関する経過措置） 

第７条 この規則の施行後にした行為に対して、他の規則の規定によりなお従前の例によることとされ、なお効力を有することとされ、または改正前もしくは廃止前

の規則の規定の例によることとされる罰則を適用する場合において、当該罰則に定める刑に刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）第２条の規定に

よる改正前の刑法（明治４０年法律第４５号。以下この項において「旧刑法」という。）第１２条に規定する懲役（以下「懲役」という。）（有期のものに限る。

以下この項において同じ。）、旧刑法第１３条に規定する禁錮（以下「禁錮」という。）（有期のものに限る。以下この項において同じ。）または旧刑法第１６条

に規定する拘留（以下「旧拘留」という。）が含まれるときは、当該刑のうち懲役または禁錮はそれぞれその刑と長期および短期を同じくする有期拘禁刑と、旧拘

留は長期および短期を同じくする拘留とする。 

 （人の資格に関する経過措置） 

第８条 拘禁刑または拘留に処せられた者に係る他の規則の規定によりなお従前の例によることとされ、なお効力を有することとされ、または改正前もしくは廃止前

の規則の規定の例によることとされる人の資格に関する法令の規定の適用については、無期拘禁刑に処せられた者は無期禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑に処せ

られた者は刑期を同じくする有期禁錮に処せられた者と、拘留に処せられた者は刑期を同じくする旧拘留に処せられた者とみなす。 

   附 則 

 この規則は、令和７年６月１日から施行する。 

 　 　

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 福井県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例に基づき市町が処理する事務の範囲を定める規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年３月１９日 

      福井県知事 杉本 達治 

福井県規則第１０号 

   福井県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例に基づき市町が処理する事務の範囲を定める規則の一部を改正する規則 

福井県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例に基づき市町が処理する事務の範囲を定める規則（平成１５年福井県規則第１８号）の一部を次のように

改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（市町が処理する事務の範囲） 

第２条 次の表の左欄に掲げる事務は、それぞれ同表の右欄に掲げるとおりとす

る。 

１～３ （略） （略） 

４ 特例条例別表第４号の表８の項

第２１号に規定する母子及び父子

並びに寡婦福祉法（昭和３９年法

律第１２９号）の施行に係る事務

のうち規則に基づく事務であって

別に規則で定めるもの 

母子及び父子並びに寡婦福祉法施行

細則（昭和５７年福井県規則第１７

号。以下この項中「規則」という。

）に基づく事務のうち、次に掲げる

もの 

１～１５ （略） 

５ 特例条例別表第４号の表１０の 福井県動物の愛護および管理に関す 

（市町が処理する事務の範囲） 

第２条 次の表の左欄に掲げる事務は、それぞれ同表の右欄に掲げるとおりとす

る。 

１～３ （略） （略） 

４ 特例条例別表第４号の表９の項

第１７号に規定する母子及び父子

並びに寡婦福祉法（昭和３９年法

律第１２９号）の施行に係る事務

のうち規則に基づく事務であって

別に規則で定めるもの 

母子及び父子並びに寡婦福祉法施行

細則（昭和５７年福井県規則第１７

号。以下この項中「規則」という。

）に基づく事務のうち、次に掲げる

もの 

１～１５ （略） 

５ 特例条例別表第４号の表１１の 福井県動物の愛護および管理に関す 
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   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

項第１３号に規定する福井県動物

の愛護および管理に関する条例（

平成１８年福井県条例第２０号）

の施行に係る事務のうち規則に基

づく事務であって別に規則で定め

るもの 

る条例施行規則（平成１８年福井県

規則第２５号。以下この項中「規則

」という。）に基づく事務のうち、

次に掲げるもの 

１ （略） 

６ 特例条例別表第４号の表２１の

項第４号に規定する毒物及び劇物

取締法（昭和２５年法律第３０３

号）の施行に係る事務のうち規則

に基づく事務であって別に規則で

定めるもの 

毒物及び劇物取締法施行細則（昭和

４１年福井県規則第３１号。以下こ

の項中「規則」という。）に基づく

事務のうち、次に掲げるもの 

１～１０ （略） 

７ 特例条例別表第４号の表２６の

項第６号に規定する製菓衛生師法

（昭和４１年法律第１１５号）の

施行に係る事務のうち規則に基づ

く事務であって別に規則で定める

もの 

福井県製菓衛生師法施行細則（昭和

４２年福井県規則第５３号。以下こ

の項中「規則」という。）に基づく

事務のうち、次に掲げるもの 

１ （略） 

８ 特例条例別表第４号の表３０の

項第７号に規定する福井県ふぐの

処理に関する条例（平成１２年福

井県条例第１６号）の施行に係る

事務のうち規則に基づく事務であ

って別に規則で定めるもの 

福井県ふぐの処理に関する条例施行

規則（平成１２年福井県規則第１１

４号。以下この項中「規則」という

。）に基づく事務のうち、次に掲げ

るもの 

１ （略） 

９ （略） （略） 
 

項第１３号に規定する福井県動物

の愛護および管理に関する条例（

平成１８年福井県条例第２０号）

の施行に係る事務のうち規則に基

づく事務であって別に規則で定め

るもの 

る条例施行規則（平成１８年福井県

規則第２５号。以下この項中「規則

」という。）に基づく事務のうち、

次に掲げるもの 

１ （略） 

６ 特例条例別表第４号の表２２の

項第４号に規定する毒物及び劇物

取締法（昭和２５年法律第３０３

号）の施行に係る事務のうち規則

に基づく事務であって別に規則で

定めるもの 

毒物及び劇物取締法施行細則（昭和

４１年福井県規則第３１号。以下こ

の項中「規則」という。）に基づく

事務のうち、次に掲げるもの 

１～１０ （略） 

７ 特例条例別表第４号の表２７の

項第６号に規定する製菓衛生師法

（昭和４１年法律第１１５号）の

施行に係る事務のうち規則に基づ

く事務であって別に規則で定める

もの 

福井県製菓衛生師法施行細則（昭和

４２年福井県規則第５３号。以下こ

の項中「規則」という。）に基づく

事務のうち、次に掲げるもの 

１ （略） 

８ 特例条例別表第４号の表３２の

項第７号に規定する福井県ふぐの

処理に関する条例（平成１２年福

井県条例第１６号）の施行に係る

事務のうち規則に基づく事務であ

って別に規則で定めるもの 

福井県ふぐの処理に関する条例施行

規則（平成１２年福井県規則第１１

４号。以下この項中「規則」という

。）に基づく事務のうち、次に掲げ

るもの 

１ （略） 

９ （略） （略） 
 

　 　

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福井県個人番号の利用等に関する条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年３月１９日 

      福井県知事 杉本 達治 

福井県規則第１１号 

   福井県個人番号の利用等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

第１条 福井県個人番号の利用等に関する条例施行規則（令和元年福井県規則第３０号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 
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（条例別表第１の規則で定める事務） （条例別表第１の規則で定める事務） 

第２条 （略） 

２～４ （略） 

第２条 （略） 

２～４ （略） 

５ 条例別表第１の４の項の規則で定める事務は、次のとおりとする。 

⑴～⑹ （略） 

⑺ 外国人に対する生活保護法第５５条の５第１項の規定に準じて行う進学・

就職準備給付金の支給の申請の受理、その申請に係る事実についての審査ま

たはその申請に対する応答に関する事務 

⑻～⑽ （略） 

５ 条例別表第１の４の項の規則で定める事務は、次のとおりとする。 

⑴～⑹ （略） 

⑺ 外国人に対する生活保護法第５５条の５第１項の規定に準じて行う進学準

備給付金の支給の申請の受理、その申請に係る事実についての審査またはそ

の申請に対する応答に関する事務 

⑻～⑽ （略） 

６～１３ （略） ６～１３ （略） 

１４ 条例別表第１の１３の項の規則で定める事務は、次のとおりとする。 

⑴ 先天性血液凝固因子欠乏症または血液凝固因子製剤に起因するＨＩＶ感染

症の治療のため必要な医療費（以下「先天性血液凝固因子障害等治療費」と

いう。）の支給に関する事務 

⑵ 先天性血液凝固因子障害等治療費の支給認定の申請の受理、その申請に係

る事実についての審査またはその申請に対する応答に関する事務 

⑶ 先天性血液凝固因子障害等治療費の受給者証に関する事務 

⑷ 先天性血液凝固因子障害等治療費の支給認定の変更に関する事務 

⑸ 先天性血液凝固因子障害等治療費の支給認定の取消しに関する事務 

⑹ 先天性血液凝固因子障害等治療費の支給認定の申請内容の変更の届出の受

理、その届出に係る事実についての審査またはその届出に対する応答に関す

る事務 

 

１５ 条例別表第１の１４の項の規則で定める事務は、福井県立高等学校等授業

料等徴収条例（昭和４７年福井県条例第６号）第１０条の規定による県立高等

学校の授業料の減免の決定ならびに減免の額および減免の期間に係る申請の受

理、これらの申請に係る事実についての審査またはこれらの申請に対する応答

に関する事務とする。 

１４ 条例別表第１の１３の項の規則で定める事務は、福井県立高等学校等授業

料等徴収条例（昭和４７年福井県条例第６号）第１０条の規定による県立高等

学校の授業料の減免の決定ならびに減免の額および減免の期間に係る申請の受

理、これらの申請に係る事実についての審査またはこれらの申請に対する応答

に関する事務とする。 

１６ 条例別表第１の１５の項の規則で定める事務は、国立または公立の高等学

校等（特別支援学校の高等部を除く。）に在学する生徒または学生の保護者等

に対する奨学のための給付金の支給の申請の受理、その申請に係る事実につい

ての審査またはその申請に対する応答に関する事務とする。 

１５ 条例別表第１の１４の項の規則で定める事務は、国立または公立の高等学

校等（特別支援学校の高等部を除く。）に在学する生徒または学生の保護者等

に対する奨学のための給付金の支給の申請の受理、その申請に係る事実につい

ての審査またはその申請に対する応答に関する事務とする。 

１７ 条例別表第１の１６の項の規則で定める事務は、福井県高等学校定時制課

程および通信制課程修学奨励金貸与条例（昭和５０年福井県条例第２５号）第

２条の規定による修学奨励金の貸与の申請の受理、その申請に係る事実につい

ての審査またはその申請に対する応答に関する事務とする。 

１６ 条例別表第１の１５の項の規則で定める事務は、福井県高等学校定時制課

程および通信制課程修学奨励金貸与条例（昭和５０年福井県条例第２５号）第

２条の規定による修学奨励金の貸与の申請の受理、その申請に係る事実につい

ての審査またはその申請に対する応答に関する事務とする。 
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１８ 条例別表第１の１７の項の規則で定める事務は、次のとおりとする。 

 ⑴～⑶ （略） 

１７ 条例別表第１の１６の項の規則で定める事務は、次のとおりとする。 

 ⑴～⑶ （略） 

１９ 条例別表第１の１８の項の規則で定める事務は、特別支援学校への就学の

ため必要な経費の算定に必要な資料の受理、その資料に係る事実についての審

査またはその資料の提出に対する応答に関する事務とする。 

１８ 条例別表第１の１７の項の規則で定める事務は、特別支援学校への就学の

ため必要な経費の算定に必要な資料の受理、その資料に係る事実についての審

査またはその資料の提出に対する応答に関する事務とする。 

２０ 条例別表第１の１９の項の規則で定める事務は、県立の中学校における学

校給食費の援助の申請の受理、その申請に係る事実についての審査またはその

申請に対する応答に関する事務とする。 

 

１９ 条例別表第１の１８の項の規則で定める事務は、県立の中学校における学

校給食費の援助の申請の受理、その申請に係る事実についての審査またはその

申請に対する応答に関する事務とする。 

 

（条例別表第３の規則で定める事務および情報） （条例別表第３の規則で定める事務および情報） 

第４条 （略） 

２ （略） 

第４条 （略） 

２ （略） 

３ 条例別表第３の３の項の規則で定める事務は、第２条第１５項に定める事務

とし、同表第３の３の項の規則で定める情報は、当該申請を行う者および当該

申請を行う者と同一の世帯に属する者に係る外国人生活保護実施関係情報とす

る。 

３ 条例別表第３の３の項の規則で定める事務は、第２条第１４項に定める事務

とし、同表第３の３の項の規則で定める情報は、当該申請を行う者および当該

申請を行う者と同一の世帯に属する者に係る外国人生活保護実施関係情報とす

る。 

４ 条例別表第３の４の項の規則で定める事務は、第２条第１６項に定める事務

とし、同表第３の４の項の規則で定める情報は、当該申請を行う者に係る外国

人生活保護実施関係情報とする。 

４ 条例別表第３の４の項の規則で定める事務は、第２条第１５項に定める事務

とし、同表第３の４の項の規則で定める情報は、当該申請を行う者に係る外国

人生活保護実施関係情報とする。 

５ 条例別表第３の５の項の規則で定める事務は、第２条第１８項に定める事務

とし、同表第３の５の項の規則で定める情報は、当該申請を行う者および当該

申請を行う者と生計を一にする者に係る外国人生活保護実施関係情報とする。 

５ 条例別表第３の５の項の規則で定める事務は、第２条第１７項に定める事務

とし、同表第３の５の項の規則で定める情報は、当該申請を行う者および当該

申請を行う者と生計を一にする者に係る外国人生活保護実施関係情報とする。 

６ 条例別表第３の６の項の規則で定める事務は、第２条第１９項に定める事務

とし、同表第３の６の項の規則で定める情報は、特別支援学校への就学奨励に

関する法律第２条第１項の保護者等または当該保護者等と同一の世帯に属する

者に係る外国人生活保護実施関係情報とする。 

７ （略） 

６ 条例別表第３の６の項の規則で定める事務は、第２条第１８項に定める事務

とし、同表第３の６の項の規則で定める情報は、特別支援学校への就学奨励に

関する法律第２条第１項の保護者等または当該保護者等と同一の世帯に属する

者に係る外国人生活保護実施関係情報とする。 

７ （略） 

第２条 福井県個人番号の利用等に関する条例施行規則の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（条例別表第１の規則で定める事務） （条例別表第１の規則で定める事務） 

第２条 （略） 

２～１０ （略） 

第２条 （略） 

２～１０ （略） 

 １１ 条例別表第１の１０の項の規則で定める事務は、次のとおりとする。 

⑴ 肝炎患者等（肝炎対策基本法（平成２１年法律第９７号）第２条第３号に

規定する肝炎患者等をいう。以下同じ。）に対する肝炎治療受給者証の交付
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の申請の受理、その申請に係る事実についての審査またはその申請に対する

応答に関する事務 

⑵ 肝炎患者等に対する肝炎治療受給者証に記載された内容の変更に係る申請

もしくは届出の受理、その申請もしくは届出に係る事実についての審査また

はその申請もしくは届出に対する応答に関する事務 

⑶ 他の都道府県知事から肝炎治療受給者証の交付を受けた肝炎患者等に係る

転入の届出の受理、その届出に係る事実についての審査またはその届出に対

する応答に関する事務 

⑷ 肝炎患者等に対する肝炎治療受給者証の更新に係る申請もしくは届出の受

理、その申請もしくは届出に係る事実についての審査またはその申請もしく

は届出に対する応答に関する事務 

 １２ 条例別表第１の１１の項の規則で定める事務は、肝炎患者等に対する肝炎

の検査に要する費用の助成の請求の受理、その請求に係る事実についての審査

またはその請求に対する応答に関する事務とする。 

 １３ 条例別表第１の１２の項の規則で定める事務は、次のとおりとする。 

⑴ 肝炎患者等のうち肝がんまたは肝硬変（重度のものに限る。）にり患した

ものに対する肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業参加者証の交付、更新も

しくは変更の申請の受理、これらの申請に係る事実についての審査またはこ

れらの申請に対する応答に関する事務 

⑵ 他の都道府県知事から肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業参加者証の交

付を受けた肝炎患者等に係る転入の申請の受理、その申請に係る事実につい

ての審査またはその申請に対する応答に関する事務 

１１ 条例別表第１の１０の項の規則で定める事務は、次のとおりとする。 

 ⑴～⑹ （略）  

１４ 条例別表第１の１３の項の規則で定める事務は、次のとおりとする。 

 ⑴～⑹ （略） 

１２ 条例別表第１の１１の項の規則で定める事務は、福井県立高等学校等授業

料等徴収条例（昭和４７年福井県条例第６号）第１０条の規定による県立高等

学校の授業料の減免の決定ならびに減免の額および減免の期間に係る申請の受

理、これらの申請に係る事実についての審査またはこれらの申請に対する応答

に関する事務とする。 

１５ 条例別表第１の１４の項の規則で定める事務は、福井県立高等学校等授業

料等徴収条例（昭和４７年福井県条例第６号）第１０条の規定による県立高等

学校の授業料の減免の決定ならびに減免の額および減免の期間に係る申請の受

理、これらの申請に係る事実についての審査またはこれらの申請に対する応答

に関する事務とする。 

１３ 条例別表第１の１２の項の規則で定める事務は、国立または公立の高等学

校等（特別支援学校の高等部を除く。）に在学する生徒または学生の保護者等

に対する奨学のための給付金の支給の申請の受理、その申請に係る事実につい

ての審査またはその申請に対する応答に関する事務とする。 

１６ 条例別表第１の１５の項の規則で定める事務は、国立または公立の高等学

校等（特別支援学校の高等部を除く。）に在学する生徒または学生の保護者等

に対する奨学のための給付金の支給の申請の受理、その申請に係る事実につい

ての審査またはその申請に対する応答に関する事務とする。 

１４ 条例別表第１の１３の項の規則で定める事務は、福井県高等学校定時制課

程および通信制課程修学奨励金貸与条例（昭和５０年福井県条例第２５号）第

１７ 条例別表第１の１６の項の規則で定める事務は、福井県高等学校定時制課

程および通信制課程修学奨励金貸与条例（昭和５０年福井県条例第２５号）第
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２条の規定による修学奨励金の貸与の申請の受理、その申請に係る事実につい

ての審査またはその申請に対する応答に関する事務とする。 

２条の規定による修学奨励金の貸与の申請の受理、その申請に係る事実につい

ての審査またはその申請に対する応答に関する事務とする。 

１５ 条例別表第１の１４の項の規則で定める事務は、次のとおりとする。 

 ⑴～⑶ （略） 

１８ 条例別表第１の１７の項の規則で定める事務は、次のとおりとする。 

 ⑴～⑶ （略） 

１６ 条例別表第１の１５の項の規則で定める事務は、特別支援学校への就学の

ため必要な経費の算定に必要な資料の受理、その資料に係る事実についての審

査またはその資料の提出に対する応答に関する事務とする。 

１９ 条例別表第１の１８の項の規則で定める事務は、特別支援学校への就学の

ため必要な経費の算定に必要な資料の受理、その資料に係る事実についての審

査またはその資料の提出に対する応答に関する事務とする。 

１７ 条例別表第１の１６の項の規則で定める事務は、県立の中学校における学

校給食費の援助の申請の受理、その申請に係る事実についての審査またはその

申請に対する応答に関する事務とする。 

 

２０ 条例別表第１の１９の項の規則で定める事務は、県立の中学校における学

校給食費の援助の申請の受理、その申請に係る事実についての審査またはその

申請に対する応答に関する事務とする。 

 

（条例別表第３の規則で定める事務および情報） （条例別表第３の規則で定める事務および情報） 

第４条 （略） 

２ （略） 

第４条 （略） 

２ （略） 

３ 条例別表第３の３の項の規則で定める事務は、第２条第１２項に定める事務

とし、同表第３の３の項の規則で定める情報は、当該申請を行う者および当該

申請を行う者と同一の世帯に属する者に係る外国人生活保護実施関係情報とす

る。 

３ 条例別表第３の３の項の規則で定める事務は、第２条第１５項に定める事務

とし、同表第３の３の項の規則で定める情報は、当該申請を行う者および当該

申請を行う者と同一の世帯に属する者に係る外国人生活保護実施関係情報とす

る。 

４ 条例別表第３の４の項の規則で定める事務は、第２条第１３項に定める事務

とし、同表第３の４の項の規則で定める情報は、当該申請を行う者に係る外国

人生活保護実施関係情報とする。 

４ 条例別表第３の４の項の規則で定める事務は、第２条第１６項に定める事務

とし、同表第３の４の項の規則で定める情報は、当該申請を行う者に係る外国

人生活保護実施関係情報とする。 

５ 条例別表第３の５の項の規則で定める事務は、第２条第１５項に定める事務

とし、同表第３の５の項の規則で定める情報は、当該申請を行う者および当該

申請を行う者と生計を一にする者に係る外国人生活保護実施関係情報とする。 

５ 条例別表第３の５の項の規則で定める事務は、第２条第１８項に定める事務

とし、同表第３の５の項の規則で定める情報は、当該申請を行う者および当該

申請を行う者と生計を一にする者に係る外国人生活保護実施関係情報とする。 

６ 条例別表第３の６の項の規則で定める事務は、第２条第１６項に定める事務

とし、同表第３の６の項の規則で定める情報は、特別支援学校への就学奨励に

関する法律第２条第１項の保護者等または当該保護者等と同一の世帯に属する

者に係る外国人生活保護実施関係情報とする。 

７ （略） 

６ 条例別表第３の６の項の規則で定める事務は、第２条第１９項に定める事務

とし、同表第３の６の項の規則で定める情報は、特別支援学校への就学奨励に

関する法律第２条第１項の保護者等または当該保護者等と同一の世帯に属する

者に係る外国人生活保護実施関係情報とする。 

７ （略） 

   附 則 

 この規則は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

 ⑴ 第１条の規定 令和７年４月１日 

 ⑵ 第２条の規定 福井県個人番号の利用等に関する条例の一部を改正する条例（令和７年福井県条例第１０号）附則第１項第２号に掲げる規定の施行の日 

　 　

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福井県青少年愛護条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年３月１９日 
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      福井県知事 杉本 達治 

福井県規則第１２号 

   福井県青少年愛護条例施行規則の一部を改正する規則 

福井県青少年愛護条例施行規則（平成８年福井県規則第５１号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 
  

 （有害図書等として指定を受けたものとみなす図書等） 

第３条 条例第１１条第２項第１号に規定する規則で定める写真または絵画およ

び同項第２号に規定する規則で定める場面は、次の各号のいずれかに該当する

写真もしくは絵画または場面とする。 

 ⑴～⑷ （略） 

 ⑸ 不同意性交等その他のりょう辱行為を被写体とし、または描写したもの 

 ⑹ （略） 

 

（会議） 

第１６条 審議会の会議は、会長が招集する。ただし、会長および副会長が在任

しない場合にあっては、知事が招集する。 

２・３ （略） 

（有害図書等として指定を受けたものとみなす図書等） 

第３条 条例第１１条第２項第１号に規定する規則で定める写真または絵画およ

び同項第２号に規定する規則で定める場面は、次の各号のいずれかに該当する

写真もしくは絵画または場面とする。 

 ⑴～⑷ （略） 

 ⑸ 強制性交等その他のりょう辱行為を被写体とし、または描写したもの 

 ⑹ （略） 

 

 （会議） 

第１６条 審議会の会議は、会長が招集する。 

 

２・３ （略） 
  

 様式第１号、様式第２号および様式第１４号中「小学校就学の始期から」を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和７年７月１日から施行する。ただし、第３条第５号および第１６条第１項の改正規定は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正前の福井県青少年愛護条例施行規則に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。 

 

告 示

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福井県告示第１１７号 

 福井県特定調達苦情検討委員会設置要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和７年３月１９日 

      福井県知事 杉本 達治 

   福井県特定調達苦情検討委員会設置要綱の一部を改正する告示 

 福井県特定調達苦情検討委員会設置要綱（平成８年福井県告示第５０６号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 
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 (組織および任期)  (組織および任期) 

第２条 （略） 

２～４ （略） 

５ 委員は、次のいずれかに該当する場合を除いては、在任中、その意に反して

罷免されることがない。 

 ⑴ （略） 

 ⑵ 拘禁刑以上の刑に処せられたとき。 

 ⑶ （略） 

第２条 （略） 

２～４ （略） 

５ 委員は、次のいずれかに該当する場合を除いては、在任中、その意に反して

罷免されることがない。 

 ⑴ （略） 

 ⑵ 禁錮以上の刑に処せられたとき。 

 ⑶ （略） 

   附 則 

 この告示は、令和７年６月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福井県議会会議規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年３月１９日 

      福井県議会議長 宮本 俊 

福井県議会規則第１号 

福井県議会会議規則の一部を改正する規則 

 福井県議会会議規則（昭和４８年福井県議会規則第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（欠席の届出） 

第２条 議員は、公務、疾病、出産（配偶者の出産を含む。）、育児、介護、看

護その他の事由のため出席できないときは、その理由を付し、当日の開議時刻

までに議長に届け出なければならない。 

 

（指定者以外の退場） 

第１０４条 秘密会を開く議決があったときは、議長は、傍聴人および議長の指

定する者以外の者を議場および傍聴席の外に退去させなければならない。 

（欠席の届出） 

第２条 議員は、公務、疾病、出産、育児、介護その他の事由のため出席できな

いときは、その理由を付し、当日の開議時刻までに議長に届け出なければなら

ない。 

 

（指定者以外の退場） 

第１０４条 秘密会を開く議決があったときは、議長は、傍聴人および議長の指

定する者以外の者を議場の外に退去させなければならない。 

   附 則  

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

議 会 規 則

　 　

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福井県議会傍聴規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年３月１９日 

      福井県議会議長 宮本 俊 
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福井県議会規則第２号 

福井県議会傍聴規則の一部を改正する規則 

 福井県議会傍聴規則（昭和３４年福井県議会規則第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（傍聴証） 

第７条 （略） 

２・３ （略） 

４ 傍聴証交付者が報道業務等を行う場合は、第１４条ただし書の許可があった

ものとみなす。 

 

（傍聴席に入ることができない者) 

第１２条 次に該当する者は、傍聴席に入ることができない。 

⑴ （略） 

⑵ ビラ、幕、たすきその他の議場に現在する者に対して威勢を示すために使

用されるおそれがあると認められる物を携帯し、または着用している者 

⑶ 前２号に規定する物のほか、会議を妨害し、または他の傍聴人の傍聴を妨

害するおそれがあると認められる物を携帯している者 

⑷ （略） 

 

⑸ その他会議を妨害することが明らかであると認められる者 

 

２ 議長は、必要と認めるときは、傍聴人に対し、係員をして前項第１号から第

３号までに規定する物を携帯しているか否かを質問させることができる。 

３ （略） 

 

 

（傍聴人の守るべき事項） 

第１３条 傍聴人は、傍聴席にあるときは、次の事項を守らなければならない。 

 

（傍聴証） 

第７条 （略） 

２・３ （略） 

４ 傍聴証交付者が報道業務等を行う場合は、第１３条第８号ただし書および第

１４条ただし書の許可があったものとみなす。 

 

（傍聴席に入ることができない者) 

第１２条 次に該当する者は、傍聴席に入ることができない。 

⑴ （略） 

⑵ 張り紙、ビラ、掲示板、プラカード、旗、のぼりの類を携帯している者 

 

⑶ 笛、ラッパ、太鼓その他楽器の類を携帯している者 

 

⑷ （略） 

⑸ 異様な服装をしている者 

⑹ その他議事を妨害し、または他人に迷惑を及ぼすおそれがあると明らかに

認められる者 

２ 議長は、必要と認めるときは、傍聴人に対し、係員をして前項第１号から第

３号までに規定する物品を携帯しているか否かを質問させることができる。 

３ （略） 

４ 児童および乳幼児は、傍聴席に入ることができない。ただし、議長の許可を 

得た場合は、この限りでない。 

（傍聴人の守るべき事項） 

第１３条 傍聴人は、傍聴席にあるときは、静粛を旨とし、次の事項を守らなけ

ればならない。 

⑴ 静粛にすること。 

⑵ 議場における言論に対して拍手その他の方法により公然と可否を表明し、

または議場に現在する者に対して威勢を示さないこと。 

 

⑶ 携帯電話端末その他音を発する機器は、音を発しないようにすること。 

 

 

 

⑴ 議場における言論に対して拍手その他の方法により公然と可否を表明しな

いこと。 

⑵ 談論し、放歌し、高笑しその他騒ぎ立てないこと。 

⑶ はち巻、腕章の類をする等示威的行為をしないこと。 

⑷ 帽子、外とう、えり巻の類を着用しないこと。ただし、病気その他の理由

により議長の許可を得たときは、この限りでない。 
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⑷ 飲食をしないこと。 

 

 

 

 

⑸ その他会議を妨害し、または他の傍聴人の傍聴を妨害するような行為をし

ないこと。 

 

⑸ 飲食および喫煙をしないこと。 

⑹ みだりに席を離れないこと。 

⑺ 不体裁な行為または他人の迷惑となる行為をしないこと。 

⑻ 携帯電話、パーソナルコンピュータその他これらに類する機器の電源を切

ること。ただし、特に議長の許可を得たときは、この限りでない。 

⑼ 前各号に掲げるもののほか議場の秩序を乱し、または議事の妨害となるよ

うな行為をしないこと。 

（委員会における傍聴） 

第１７条 （略） 

２ 第２条から第５条まで、第７条第３項および第４項、第９条、第１０条なら

びに第１２条から第１６条までの規定は、委員会の傍聴について準用する。こ

の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第３条 （略） （略） 

第４条、第１２条第１

項第３号および第５号

ならびに第１３条第５

号 

会議 委員会 

第５条第１項 （略） （略） 

第１０条第１項および

第１６条 

（略） （略） 

第１２条第１項第２号 議場 委員会室または全員協

議会室 

第１２条第２項および

第３項、第１４条なら

びに第１６条 

 

議長 委員長 

第１２条第３項 （略） （略） 

   

第１３条第２号 

 

議場 委員会室もしくは全員

協議会室 

第１５条 （略） （略） 
 

（委員会における傍聴） 

第１７条 （略） 

２ 第２条から第５条まで、第７条第３項および第４項、第９条、第１０条なら

びに第１２条から第１６条までの規定は、委員会の傍聴について準用する。こ

の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第３条 （略） （略） 

第４条 

 

 

 

会議 委員会 

第５条第１項 （略） （略） 

第１０条第１項および

第１６条 

 

 

（略） （略） 

第１２条第２項および

第３項、第１３条第４

号および第８号、第１

４条ならびに第１６条 

議長 委員長 

第１２条第３項  （略） （略） 

第１２条第４項 議長 委員長 

第１３条第１号および

第９号 

議場 委員会室または全員協

議会室 

第１５条 （略） （略） 
  

   附 則  

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 
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福井県議会告示第１号 

 福井県議会の保有する個人情報の保護に関する条例施行規程の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和７年３月１９日 

      福井県議会議長 宮本 俊 

   福井県議会の保有する個人情報の保護に関する条例施行規程の一部を改正する告示 

 福井県議会の保有する個人情報の保護に関する条例施行規程（令和５年福井県議会告示第３号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（個人識別符号） （個人識別符号） 

第３条 条例第２条第２項の議長が定める文字、番号、記号その他の符号は、次

に掲げるものとする。 

⑴～⑸ （略） 

⑹ 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）第４５条第１項に規

定する加入者等記号・番号等 

⑺ 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）第１１２条の２第１

項に規定する組合員等記号・番号等 

⑻ 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第１１１条の２第１項に規

定する被保険者記号・番号等 

⑼ （略） 

⑽ 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第９３条第１項第１号の免許証

の番号または同法第９５条の２第２項第１号の免許情報記録の番号 

⑾ 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）第１４４条の２４

の２第１項に規定する組合員等記号・番号等 

⑿・⒀ （略） 

⒁ 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第１６１条

の２第１項に規定する被保険者番号等 

⒂～⒄ （略） 

 

（個人の権利利益を害するおそれが大きいもの） 

第７条 （略） 

２ 議長は、条例第１２条本文の規定による通知をする場合には、前項各号に定

める事態を知った後、当該事態の状況に応じて速やかに、当該本人の権利利益

を保護するために必要な範囲において、次に掲げる事項を通知しなければなら

ない。 

第３条 条例第２条第２項の議長が定める文字、番号、記号その他の符号は、次

に掲げるものとする。 

⑴～⑸ （略） 

⑹ 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）第４５条第１項に規

定する保険者番号および加入者等記号・番号 

⑺ 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）第１１２条の２第１

項に規定する保険者番号および組合員等記号・番号 

⑻ 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第１１１条の２第１項に規

定する保険者番号および被保険者記号・番号 

⑼ （略） 

⑽ 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第９３条第１項第１号の免許証

の番号 

⑾ 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）第１４４条の２４

の２第１項に規定する保険者番号および組合員等記号・番号 

⑿・⒀ （略） 

⒁ 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第１６１条

の２第１項に規定する保険者番号および被保険者番号 

⒂～⒄ （略） 

 

（個人の権利利益を害するおそれが大きいもの） 

第７条 （略） 

２ 議長は、条例第１２条本文の規定による通知をする場合には、前項各号に定

める事態を知った後、当該事態の状況に応じて速やかに、当該本人の権利利益

を保護するために必要な範囲において、次に定める事項を通知しなければなら

ない。 

議 会 告 示



令和７年３月19日（水） 福 井 県 報 号 外 第 26 号14

⑴～⑸ （略） ⑴～⑸ （略） 

 

（個人情報ファイル簿の作成および公表） 

第１１条 （略） 

２～７ （略） 

８ 条例第１８条第２項第１号キの議長が定める個人情報ファイルは、次に掲げ

る個人情報ファイルとする。 

⑴ 次に掲げる者に係る個人情報ファイルであって、専らその人事、給与もし

くは報酬もしくは福利厚生に関する事項またはこれらに準ずる事項を記録す

るもの（アに掲げる者の採用または選定のための試験に関する個人情報ファ

イルを含む。） 

 ア・イ （略） 

⑵ 条例第１８条第２項第１号アに規定する者および前号アまたはイに掲げる

者を併せて記録する個人情報ファイルであって、専らその人事、議員報酬、

給与もしくは報酬もしくは福利厚生に関する事項またはこれらに準ずる事項

を記録するもの 

９ （略） 

 

（開示請求等における本人確認手続等） 

第１３条 条例第２０条第２項、第３３条第２項または第４０条第２項の規定に

より提示し、または提出しなければならない書類は、次の各号に掲げる書類の

いずれかとする。 

⑴ 開示請求書、訂正請求書または利用停止請求書（以下この条において「開

示請求書等」という。）に記載されている開示請求をする者、訂正請求をす

る者または利用停止請求をする者（以下この条において「開示請求者等」と

いう。）の氏名および住所または居所と同一の氏名および住所または居所が

記載されている運転免許証、行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律第２条第７項に規定する個人番号カード、出入国

管理及び難民認定法第１９条の３に規定する在留カード、日本国との平和条

約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法第７条第

１項に規定する特別永住者証明書その他法律またはこれに基づく命令の規定

により交付された書類であって、当該開示請求者等が本人であることを確認

するに足りるもの 

 

（個人情報ファイル簿の作成および公表） 

第１１条 （略） 

２～７ （略） 

８ 条例第１８条第２項第１号キの議長が定める個人情報ファイルは、次に掲げ

る個人情報ファイルとする。 

⑴ 次に掲げる者に係る個人情報ファイルであって、専らその人事、給与また

は報酬、福利厚生に関する事項その他これらに準ずる事項を記録するもの（

アに掲げる者の採用または選定のための試験に関する個人情報ファイルを含

む。） 

 ア・イ （略） 

⑵ 条例第１８条第２項第１号アに規定する者および前号アまたはイに掲げる

者を併せて記録する個人情報ファイルであって、専らその人事、議員報酬、

給与または報酬、福利厚生に関する事項その他これらに準ずる事項を記録す

るもの 

９ （略） 

 

（開示請求等における本人確認手続等） 

第１３条 条例第２０条第２項、第３３条第２項または第４０条第２項の規定に

より提示し、または提出しなければならない書類は、次の各号に掲げる書類の

いずれかとする。 

⑴ 開示請求書、訂正請求書または利用停止請求書（以下この条において「開

示請求書等」という。）に記載されている開示請求をする者、訂正請求をす

る者または利用停止請求をする者（以下この条において「開示請求者等」と

いう。）の氏名および住所または居所と同一の氏名および住所または居所が

記載されている運転免許証、健康保険の被保険者証、行政手続における特定

の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第７項に規定する

個人番号カード、出入国管理及び難民認定法第１９条の３に規定する在留カ

ード、日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理

に関する特例法第７条第１項に規定する特別永住者証明書その他法律または

これに基づく命令の規定により交付された書類であって、当該開示請求者等

が本人であることを確認するに足りるもの 

⑵ （略） 

２～５ （略） 

（開示決定等の際に通知すべき事項） 

第１４条 （略） 

⑵ （略） 

２～５ （略） 

（開示決定等の通知） 

第１４条 （略） 
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 様式第３号および様式第１３号中「□健康保険被保険者証」を削る。 

 様式第１８号中「の特定」を「を特定」に改める。 

 様式第１９号中「□健康保険被保険者証」を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和７年３月１９日から施行する。ただし、第３条第１０号の改正規定は、令和７年３月２４日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示による改正前の福井県議会の保有する個人情報の保護に関する条例施行規程に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することがで

きる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福井県議会告示第２号 

福井県議会傍聴に関する要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和７年３月１９日 

      福井県議会議長 宮本 俊 

福井県議会傍聴に関する要綱の一部を改正する告示 

 福井県議会傍聴に関する要綱（平成２７年福井県議会告示第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（傍聴証等の着用） 

第３条 （略） 

 

 

（傍聴証等の着用） 

第３条 （略） 

（機器の使用） 

第４条 傍聴規則第７条第４項の規定により、パーソナルコンピューター等の機 

 

 

 

 

 

（委員会の一般席における傍聴の申込期限等） 

第４条 （略） 

（委員会傍聴申込者が定員を超える場合の取扱い） 

第５条 （略） 

（委員会一般傍聴人が定員に満たない場合の取扱い） 

第６条 （略） 

（委員会傍聴券の交付） 

第７条 （略） 

（全員協議会における傍聴） 

器を使用するときは、音声を発する機能を停止し、かつ、可能な限り操作音等

が発生しないようにしなければならない。 

（児童の傍聴を許可することができる場合） 

第５条 傍聴規則第１２条第４項ただし書の規定により児童の傍聴を許可するこ

とができる場合は、児童が保護者、教員等に引率される場合とする。 

（委員会の一般席における傍聴の申込期限等） 

第６条 （略） 

（委員会傍聴申込者が定員を超える場合の取扱い） 

第７条 （略） 

（委員会一般傍聴人が定員に満たない場合の取扱い） 

第８条 （略） 

（委員会傍聴券の交付） 

第９条 （略） 

（全員協議会における傍聴） 
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第８条 （略） 

（議長等に対する通知に係る電子情報処理組織） 

第９条 （略） 

（電子情報処理組織による議長等に対する通知） 

第１０条 （略） 

（その他） 

第１１条 （略） 

第１０条 （略） 

（議長等に対する通知に係る電子情報処理組織） 

第１１条 （略） 

（電子情報処理組織による議長等に対する通知） 

第１２条 （略） 

（その他） 

第１３条 （略） 

   附 則  

 この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 福井県職員等の退職手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年３月１９日 

      福井県人事委員会 委員長 野村 直之 

福井県人事委員会規則第３号 

   福井県職員等の退職手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 福井県職員等の退職手当に関する条例施行規則（昭和３０年福井県人事委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 
  

 （条例第１０条第４項に規定する人事委員会規則で定める事業） 

第１６条の２ 条例第１０条第４項に規定する人事委員会規則で定める事業は、

次の各号のいずれかに該当するものとする。 

 ⑴ （略） 

 ⑵ その事業について当該事業を実施する受給資格者が第２８条第１項に規定

する再就職手当の支給を受けたもの 

 ⑶ （略） 

 

 （就業促進手当等に相当する退職手当の支給手続） 

第２８条 受給資格者または条例第１０条第１５項に規定する者は、同条第１１

項第４号から第６号までの規定による退職手当の支給を受けようとするときは

、同項第４号の規定による退職手当のうち雇用保険法第５６条の３第１項第１

号に該当する者に係る就業促進手当（雇用保険法施行規則（昭和５０年労働省

令第３号）第８３条の４に規定する就業促進定着手当（以下「就業促進定着手

当」という。）を除く。以下「再就職手当」という。）に相当する退職手当に

あっては再就職手当に相当する退職手当支給申請書（様式第１９号）に、同号

 （条例第１０条第４項に規定する人事委員会規則で定める事業） 

第１６条の２ 条例第１０条第４項に規定する人事委員会規則で定める事業は、

次の各号のいずれかに該当するものとする。 

 ⑴ （略） 

 ⑵ その事業について当該事業を実施する受給資格者が第２８条第１項に規定

する就業手当または再就職手当の支給を受けたもの 

 ⑶ （略） 

 

 （就業促進手当等に相当する退職手当の支給手続） 

第２８条 受給資格者または条例第１０条第１５項に規定する者は、同条第１１

項第４号から第６号までの規定による退職手当の支給を受けようとするときは

、同項第４号の規定による退職手当のうち雇用保険法第５６条の３第１項第１

号イに該当する者に係る就業促進手当（以下「就業手当」という。）に相当す

る退職手当にあっては就業手当に相当する退職手当支給申請書（様式第１９号

）に、同号ロに該当する者に係る就業促進手当（雇用保険法施行規則（昭和５

０年労働省令第３号）第８３条の４に規定する就業促進定着手当（以下「就業

人事委員会規則
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に該当する者に係る就業促進手当（就業促進定着手当に限る。）に相当する退

職手当にあっては就業促進定着手当に相当する退職手当支給申請書（様式第１

９号の２）に、同項第２号に該当する者に係る就業促進手当（以下「常用就職

支度手当」という。）に相当する退職手当にあっては常用就職支度手当に相当

する退職手当支給申請書（様式第１９号の３）に、条例第１０条第１１項第５

号の規定による退職手当に係る場合にあっては移転費に相当する退職手当支給

申請書（様式第２０号）に、同項第６号の規定による退職手当のうち雇用保険

法第５９条第１項第１号に該当する行為をする者に係る求職活動支援費に相当

する退職手当にあっては求職活動支援費（広域求職活動費）に相当する退職手

当支給申請書（様式第２１号）に、同項第２号に該当する行為をする者に係る

求職活動支援費に相当する退職手当にあっては求職活動支援費（短期訓練受講

費）に相当する退職手当支給申請書（様式第２１号の２）に、同項第３号に該

当する行為をする者に係る求職活動支援費に相当する退職手当にあっては求職

活動支援費（求職活動関係役務利用費）に相当する退職手当支給申請書（様式

第２１号の３）にそれぞれ受給資格証、高年齢受給資格証または特例受給資格

証を添えて知事に提出しなければならない。ただし、受給資格証、高年齢受給

資格証または特例受給資格証を提出することができないことについて正当な理

由があるときは、これを添えないことができる。 

 

 

２ （略） 

促進定着手当」という。）を除く。以下「再就職手当」という。）に相当する

退職手当にあっては再就職手当に相当する退職手当支給申請書（様式第１９号

の２）に、同号ロに該当する者に係る就業促進手当（就業促進定着手当に限る

。）に相当する退職手当にあっては就業促進定着手当に相当する退職手当支給

申請書（様式第１９号の３）に、同項第２号に該当する者に係る就業促進手当

（以下「常用就職支度手当」という。）に相当する退職手当にあっては常用就

職支度手当に相当する退職手当支給申請書（様式第１９号の４）に、条例第１

０条第１１項第５号の規定による退職手当に係る場合にあっては移転費に相当

する退職手当支給申請書（様式第２０号）に、同項第６号の規定による退職手

当のうち雇用保険法第５９条第１項第１号に該当する行為をする者に係る求職

活動支援費に相当する退職手当にあっては求職活動支援費（広域求職活動費）

に相当する退職手当支給申請書（様式第２１号）に、同項第２号に該当する行

為をする者に係る求職活動支援費に相当する退職手当にあっては求職活動支援

費（短期訓練受講費）に相当する退職手当支給申請書（様式第２１号の２）に

、同項第３号に該当する行為をする者に係る求職活動支援費に相当する退職手

当にあっては求職活動支援費（求職活動関係役務利用費）に相当する退職手当

支給申請書（様式第２１号の３）にそれぞれ受給資格証、高年齢受給資格証ま

たは特例受給資格証を添えて知事に提出しなければならない。ただし、受給資

格証、高年齢受給資格証または特例受給資格証を提出することができないこと

について正当な理由があるときは、これを添えないことができる。 

２ （略） 
  

 様式第１９号を削る。 

 様式第１９号の２（表面）中「㊞」を削り、「福井県職員等の退職手当の支給に関する条例施行規則」を「福井県職員等の退職手当に関する条例施行規則」に改

め、同様式を様式第１９号とし、同様式の次に次の１様式を加える。 
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様式第１９号の２（第２８条関係） 

（表面） 

就業促進定着手当に相当する退職手当支給申請書 

 

１ 氏名   ２ 受給資格証番号   

３ 住所 
〒 

４ 就職先の事業所 

名称   事業所番号   

所在地 〒 

（電話番号       ） 

５ １週間の所定労働時間 時間  分 ６ 求人申込み時等に明示した賃金額（月額） 万  千円 

７ 雇用期間中の賃金支払状況 

① 賃金支払対象期間 
② ①の基

礎日数 

③ 賃金額 ④ 備考 

Ａ Ｂ 計 

月 日 ～ 月 日           

月 日 ～ 月 日           

月 日 ～ 月 日           

月 日 ～ 月 日           

月 日 ～ 月 日           

月 日 ～ 月 日           

月 日 ～ 月 日           

就職年月日 ～ 月 日           

８ 上記の記載事実に誤りのないことを証明する。 

      年  月  日 

事業主の氏名                

（法人の場合にあっては名称および代表者の氏名）  

９ 福井県職員等の退職手当に関する条例施行規則第２８条第１項の規定により、上記のとおり就業促進定着手

当に相当する退職手当の支給を申請します。 

      年  月  日 

申請者の氏名            

  福井県知事  様 

備

考 

  

 

（裏面） 

注意 

 １ この申請書は、再就職手当に相当する退職手当の受給に係る就職日から起算して６カ月に至った日の翌日か

ら起算して２カ月以内に提出すること。 

 ２ この申請書には、受給資格証を添えること。 

 ３ 申請者にあっては１欄から３欄までおよび９欄、当該申請者を雇用した事業主にあっては４欄から８欄まで

をそれぞれ記載すること。ただし、１欄から３欄までは、再就職手当に相当する退職手当の支給申請時から変更

がない場合は記載を省略することができる。 

 ４ 申請は正しくすること。偽りの記載をして提出した場合には、以後失業給付を受けることができなくなるば

かりでなく、不正に受給した金額の返還と更にそれに加えて一定の金額の納付を命ぜられ、また、詐欺罪として

処罰に処せられることがある。 

 ５ 事業主の記載事項について 

  （１） ５欄は、再就職手当に相当する退職手当の受給に係る就職日から６カ月に至った時点における１週間

の所定労働時間を記載すること。 

  （２） ６欄は、事業主が求人の申込み、募集等を行う際、申請者に対して明示した賃金額（月額）を記載す

ること。 

  （３） ７欄は、再就職手当に相当する退職手当の受給に係る就職日から最初に到達する賃金締切日（賃金締

切日が１暦月中に２回以上ある者については各暦月の末日に最も近い賃金締切日を、日々賃金が支払わ

れる者等定められた賃金締切日のない者については暦月の末日をいう。以下同じ。）まで、および各賃

金締切日の翌日から次の賃金締切日までの期間ごとにそれぞれ記載すること。 

  （４） ８欄において、４欄から７欄までの記載事項の証明を行うこと。 

 ６ 事業主が偽りの証明をした場合には、不正に受給した者と連帯して、不正に受給した金額の返還と更にそれ

に加えて一定の金額の納付を命ぜられ、また、詐欺罪として処罰に処せられることがある。 
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 様式第１９号の３を削る。 

 様式第１９号の４（表面）中「㊞」を削り、「福井県職員等の退職手当の支給に関する条例施行規則」を「福井県職員等の退職手当に関する条例施行規則」に改

め、同様式を様式第１９号の３とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現に提出され、または交付されている改正前の福井県職員等の退職手当に関する条例施行規則の様式（次項において「旧様式」という。）に

より使用されている書類は、改正後の福井県職員等の退職手当に関する条例施行規則の様式によるものとみなす。 

３ 旧様式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。 
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